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日本バイオアッセイ研究センター職員による試験手順の逸脱行為に関する 

処分及び再発防止策について 

 

 

本日付けで、日本バイオアッセイ研究センター職員による試験手順の逸脱行

為に関与した職員に対して、別添１のとおり処分を行いました。 

 試験手順から逸脱した行為を行うことは、法令遵守が強く求められる独立行

政法人としてあってはならないことであり、国民の皆様に深くお詫び申し上げ

ます。 

 今後とも別添２の再発防止策の着実な実施により、信頼回復に努めてまいり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添１ 

 

日本バイオアッセイ研究センター職員による試験手順の逸脱行為に関する 

処分について 

 

 

処分の内容 

役 職 処分者数 処分量定 

室長クラス 1 人 停職３月 

所長クラス 1 人 停職１月 

部長クラス 1 人 減給 

 



別添２ 

 

日本バイオアッセイ研究センターにおける 

試験手順書からの逸脱行為に係る再発防止策 

 

 

今般の日本バイオアッセイ研究センター（以下「センター」という。）におけ

る試験方法に関する手順書からの逸脱行為について、独立行政法人労働者健康

安全機構において、既に実施済みの事項も含めて、次のとおりの再発防止策を講

ずることとします。 

今後、センターはもちろん、他の施設においても今回のような逸脱行為が発生

しないよう再発防止策を徹底し、機構として把握した課題等に的確に取り組む

ことで、一日も早い信頼回復をはかっていくとともに、機構としての使命を全う

できるよう努めてまいる所存です。 

 

記 

 

１ 標準操作手順書（ＳＯＰ）の改正 

今回の逸脱行為の原因となった投与量指示シートや関係する標準操作手順

書（以下「ＳＯＰ」という。）を洗い出したうえで、物理的に改ざんが困難と

なるよう必要な改正を行い、関係職員に周知しました。 

その後もＳＯＰの自主的な点検・見直しを行っており、今後も継続いたしま

す。 

 

２ 自己点検の実施 

センターの職員、派遣職員及び研究試験業務に関与する協力会社の社員に対

して自己点検を行いました。当該自己点検の結果を踏まえ、ＳＯＰの見直し等

の改善策を順次講じました。また、センター以外の他の研究施設についても自

己点検等を行い、その結果を受けた改善策を講じました。 

なお、当該自己点検により、新たな逸脱行為は確認されておりません。 

 

３ 研究倫理研修の実施 

  センターに対する研究倫理研修は令和３年８月に実施しました。センター

以外の他施設に対する研究倫理研修は、今回の逸脱行為を受けた臨時研修を

令和３年 12月までに実施しました。 

また、研究不正に関する規程の見直しを行うとともに、中長期的な研究倫理



教育の推進実施体制を整備しました。研究倫理教育に係る中長期計画につい

ては令和４年９月までに策定し、それに基づいた研究倫理研修を令和４年 10

月以降に実施します。 

 

４ 人的交流の促進    

人的交流の一環として、機構内の複数施設が参加する協働研究※にセンタ

ーの研究者を積極的に関与させることで、機構内部の各施設間の人的交流の

活発化を図っています。 

さらに、令和４年度からはセンターの職員が研究代表者を務める協働研究

課題を２つ開始しました。 

このほか、学会などの機会を利用した施設間の交流を促すとともに、外部

組織との交流の実施についても検討中です。 

  ※ 化学物質による健康障害の予防及びばく露評価に関する研究など、機構内の複数施設が有する

機能等の連携による相乗効果が期待される研究として当機構の中期目標の一つとして位置付けら

れています。 

 

５ 厚生労働省との協議 

  厚生労働省との協議の場において、新たな化学物質管理のあり方である「自

律的な管理」への移行も踏まえて、センターの今後の運営や試験内容等に関し、

協議を行っております。 

 

６ 研究不正等の通報窓口の実効性の確保 

  研究不正の通報窓口につきましては、機構内の全施設に対して改めて周知

しました。また、ハラスメント一般に関する通報窓口については、すでに施設

内の相談員の配置と、外部の相談窓口を設置していますが、改めて機構内の全

施設に対して周知徹底を図りました。 

令和４年度においても、引き続き各施設の関係者が集まる機会を捉えて周知

を行うなど、これらの通報窓口の実効性が確保されるよう努めています。  

 


